
 
 

 
 

介護報酬の請求に係る消滅時効について 

 
 
別添平成 13 年 9 月 19 日及び平成 14 年 3 月 1 日付事務連絡（厚生労働省老健局介護

保険課並びに老人保健課通知）を参照願います。 
介護報酬の請求に係る消滅時効については、下記のとおりの取扱いといたします。 

 
 
 

記 

 
１．当月審査以前に過誤処理（実績取り下げ）が行われていない当月提出の請求明細書

で消滅時効が完成している場合については本会から貴事業所に連絡の上、請求を却下

いたします。却下した結果は、請求明細書・給付管理票返戻（保留）一覧表により通

知します。この際、返戻（保留）一覧表には、返戻理由「事由＝E、内容＝時効による

却下」と記載されます。なお、消滅時効が完成しているにも関わらず別理由により返

戻となった場合、前記返戻理由は記載されませんので、貴事業所で再請求される場合

はご注意願います。 

 
２．当月審査以前に過誤処理（実績取り下げ）が行われている当月提出の請求明細書に

ついて、消滅時効が完成している場合は一旦当該請求明細書を支払決定した後、保険

者から貴事業所に連絡の上、過誤処理を行い実績取り下げとなります。 

 
 
 
 
 



（写） 
事 務 連 絡 

平成 13 年 9 月 19 日 

 

都道府県介護保険主管課  殿 

                                                       厚生労働省老健局介護保険課 

                                            老人保健課 

 

介護給付費請求書等の保管について 

 

介護給付費の請求方法については、介護給付費及び公費負担医療等に関する費用の請求に

関する省令（平成１２年厚生労働省令第２０号）に基づき、伝送、磁気媒体及び紙により事

業者から請求されているが、これら（以下「介護給付費請求書等」という。）の保管に関する

基本的な考え方について次のとおり整理したので通知する。 

なお、貴都道府県内の市町村及び国民健康保険団体連合会への周知についても、よろしく

お願いします。 

 

 

 １．介護報酬の請求等の消滅時効について 

    ① 介護報酬の請求 

       介護保険においては、事業者が受け取る介護報酬（９割分）は、被保険者を代理して

受領するという構成となっていることから、介護保険法第２００条第１項の規定により

２年。 

   〈参考〉 

・介護保険法第２００条第１項 

               保険料、納付金その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利及

び保険給付を受ける権利は、２年を経過したときは、時効によって消滅する。 

 

  ② 過払いの場合（不正請求の場合を含む。）の返還請求 

       過払いの場合（不正請求の場合を含む。）の返還請求の消滅時効は、公法上の債権で

あることから、地方自治法第２３６条第１項の規定により５年。 

    〈参考〉 

・地方自治法第２３６条第１項 

       金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利は、時効に関し他の法律に定めがあるも

のを除くほか、５年間これを行わないときは、時効により消滅する。普通地方公共団体に対

する権利で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様とする。 

 

（ 以下省略 ） 
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